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はじめに 

旅行業を経験していない中途採用の若手職員に、「旅行業は人で勝負しているから効率は二の次と考

えている人が多くないか。そのために業務効率化は遅々として進まないし、効率化に取り組む姿勢のない

経営層もいるように感じる」と指摘され、旅行業界で育ってきた人間として、あながち否定できなかった。 

ここでは、長年指摘されている旅行業界の収益性の低いビジネスモデルの高付加価値化や労働時間の

縮減などとともに、生産性向上の対策とされているデジタル化による業務効率化と、その先にあるデジタル

トランスフォーメーション（以下「DX」）に焦点を絞り、なぜ旅行業界ではデジタル化及び DX が進まないの

か、現在の状況を変えるための意識改革をいかに実現するか、また、旅行業界におけるデジタル化及び

DX をどのように推進してくべきかを考えたい。 

 

１． 旅行業界における労働生産性の現状 

財務省財務総合政策研究所の法人

企業統計調査によると、業種別の労働

生産性を示す従業員一人当たりの付加

価値額（以下、「労働生産性」）につい

て、旅行業を含めた生活関連サービス

業の金額は、全業種（金融・保険業を除

く）の金額を大きく下回る結果となってお

り、それはコロナ禍を挟んだ前後でも変

化はなく、2021 年度を底にコロナ明け

から多少挽回しているが、その差は拡大

する傾向にある。（資料 1） 

この労働生産性は単に付加価値額を

従業員数で除した金額ではあるが、売

上高を介在して分解すると一人当たりの

売上高×付加価値率（売上高に占める付加価値額の割合）で算出される。これを基準に労働生産性を高

めようとするのであれば、一人当たり売上高を増やすか、付加価値率を向上させることになる。 

旅行業を含めた生活関連サービス業において、この労働生産性が全業種よりも恒常的に低いということ

は、従業員一人当たりの生み出す付加価値が相対的に少ない、労働集約型の産業であるということであ

る。 

資料 1：財務省財務総合政策研究所「法人企業統計調査」より筆者作成（※1） 

472 432 415 409 395 409 372 350 369 417

705 725 727 739 730 715 688 722 738 773

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0

200

400

600

800

1000

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

労働生産性（従業員一人当たり付加価値）比較

生活関連サービス業

全産業(除く金融保険業)

全産業と生活関連サービス業の比較

【万円】



一般的に、付加価値率を向上させるためには、販売単価を上げるか、収益性の高い商品を造成すること

で分子の付加価値額を増やすことになる一方、一人当たり売上高を増やすには、業務効率化を図って従

業員数（特に間接人員）を削減することなどが考えられる。売上高のみを増やそうとしても、付加価値率が

下がるので、一概に労働生産性が向上するとは限らない。 

２． 労働生産性向上のための施策としての業務効率化と DX の役割 

労働生産性の向上のための施策は前

項で述べたとおりだが、製造業において

は、売上高を介在としていた部分を有形

固定資産（資本ストック）に置き換えて、労

働装備率と設備生産性に因数分解し、設

備生産性を高めることで全体の労働生産

性を高めることがある。業務効率化や DX

のためのデジタル化投資額が業種を問わ

ず増えている現在、この有形固定資産に当たる個所をデジタル化投資額が計上される無形固定資産に置

き換えることもできる。すると、無形固定資産を従業員数で除した一人当たりの無形固定資産（図 1 の「労

働システム率」）と付加価値額を無形固定資産で乗じた効率（同「システム生産性」）で労働生産性を表すこ

とも可能になる。（※2） 

こうしてみると、人員削減どころか、労働人口の減少傾向が止まらず人材確保が困難な昨今の状況にお

いては、デジタル化投資額を増やすことで一人当たりの無形固定資産額を増やすか、導入したシステムを

上手に活用することで費用を削減するか売上高を増大させて付加価値額を向上させることで、労働生産性

を高められる。すなわち、デジタル化による業務効率化や DX によって、労働生産性は向上させることがで

きるのである。 

３． 旅行業界でデジタル化・DX が進まない理由 

2023 年度の法人企業統計調査において、無形

固定資産から商標権などの権利関係やのれん代な

どを除いたソフトウェア資産額に絞って前項の「労

働システム率」を業種別に比較する（資料 2）と、従

業員一人当たりのソフトウェア資産額が全業種で

345,000 円、サービス業全体で 141,000 円のとこ

ろ、生活関連サービス業は 85,000 円と、投資意欲

が低いことがわかる。このことから、旅行業のデジタ

ル化はその実態においても、デジタル化に対する

意欲においても、他と比べて遅れが顕著であると

言わざるを得ない。 

デジタル化投資額を増やすには、もちろん経営

側の決断が必要になる。デジタル化を進めないと人口減少社会の中ですでに起こっている人材不足に対

応できず、世間の動きに取り残されてしまうことになるだろうということは理解しているにもかかわらず、なぜ

その投資に向かう決断ができないのか。 

図 1：出典※2 
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資料 2：財務省財務総合政策研究所「法人企業統計調査」より 

筆者作成（※1） 



（１）資金不足 

国内旅行業者 1,110 社を対象とした東京商工リサーチの調べ

（2022：資料 3）によると、旅行業は従業員数 10 人未満の零細・

小企業が 75.8％を占めている。大企業はその資金力でデジタル

化による業務効率化を着々と進め、さらには DX にまで視野を広

げているが、大多数の中小企業にはその資金力が不足してお

り、投資が進まないことが、ひいては、旅行業全体としてもデジタ

ル化が進まない理由の一つとして考えられる。 

前述の従業員一人当たりソフトウェア資産

額を資本金規模別に分けてみる（資料 4）と、

生活関連サービス業で資本金 1 億円以上の

会社の従業員一人当たりソフトウェア資産額

は 571,000 円で、全産業の 891,000 円には

及ばないもののサービス業全体の 464,000

円を上回っているのに対し、1 億円未満の会

社では 25,000 円と 1 億円以上の会社と比べ

ると 5％に満たない。サービス業全体の資本

金 1 億円未満の 49,000 円と比べても約

50％である。 

大企業（コロナ禍で減資はしたものの

JTB、エイチ・アイ・エスなども資本金 1 億円は

確保しているため、ここでは資本金 1 億円以上

を「大企業」、1 億円未満を「中小企業」とする）については全産業の投資額に比べると 64％程度ではある

が、サービス業全体の投資額と遜色なくデジタル化投資が進んでいる反面、中小企業のデジタル化投資

は、全産業との比較はもとより、サービス業全体と比べても遅れてしまっていることが明らかである。 

（２）経営者の意識 

また、デジタル化投資が進まない理由の 2 つ目として、デジタル化投資の効果を見極められず、果たし

て費用に対する効果があるのか経営層が疑問に感じている場合がある。旅行業は前述のとおり労働集約

型産業であり、サービス財の産出を人的資源に依るところが大きい。それにもかかわらず、中小規模の企

業が大半を占めているということは、その経営者層は、従業員が少ないため労働の分業化が難しく、デジタ

ル化による業務効率化が生み出す付加価値は低いのではないかという考えに至る。 

デジタル化投資の効果は即効性を期待できるものとは限らないが、導入目的と手段のミスマッチでなか

なか効果が出ないことに対する不安が経営者層にあると、デジタル化への一歩を踏み出すことができない

のである。 

東京商工リサーチの「DX に関するアンケート調査」（2023：資料 5）によると、DX（このアンケートにおける

「DX」は、業務効率化による生産性の向上のための施策を含めているため、本来の「DX」の手前の段階で

あるデジタル化を含んでいるものと解釈する）に取り組んでいると回答した中小企業の割合は、40.6％とな

っている（大企業は 66.0％）。昨年の段階で半数以上の中小企業がデジタル化に着手しておらず、大企業
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資料 4：財務省財務総合政策研究所「法人企業統計調査」より 

筆者作成（※1） 

資料 3：※3 



との差も 25 ポイント開いている。デジタル化を促進するためには、この経営者層の意識改革、疑念を払拭

することが重要となってくる。 

（３）人材不足 

3 つ目の理由としては、そもそも人材不足の状況下で、IT リテラシーの高い人材の確保が難しいという点が

挙げられる。経営者層の意識改革が必要であることは前項で触れたが、現場人材においても、個人の持つ

ＩＴ・デジタルリテラシーの程度の落差が大きければ大きいほど、デジタル技術導入に際して目的の共有化

が困難になり、想定された成果を得ら

れないことになる。 

 コロナ禍前のデータだが、経済産業

省の「IT 人材の最新動向と将来推計

に関する調査結果」（2016：資料 6）の

試算によると、2030 年には、（中位シ

ナリオの場合で）約 59 万人程度まで

人材の不足規模が拡大すると予測さ

れている。 

 このように旅行業に限らず全体的に

IT・デジタル人材が不足している状況

では、現有の人材のデジタルリテラシ

ーを向上し、活用していくことが最優先となるが、将来的には働き方改革等によって外部から高度な人材を

確保できるよう、デジタル化・DX とは異なった側面からの検討が必要である。（※6） 

４． 目的としてのデジタル化から手段としてのデジタル化・DX へ 

前項でデジタル化が進まない理由を 3 つ挙げて考察したが、今一度「なぜデジタル化が必要なのか」に

立ち返ろう。今までの議論で、労働生産性を向上させる必要があるから、その対策の一つとしてデジタル化

による業務効率化があり、そのための投資を促進し、デジタル化を進めなければならないということになっ

た。では、そもそもなぜ労働生産性を向上させなければならないのか。 

我が国の人口動態は今後減少傾向になることが明白で、特に減少していく労働人口をどのように補完す

るのかが日本経済の共通した課題である。旅行業のようなサービス業はもともと人的資源に依るところが大

きい労働集約型産業で、いかに人材を確保するか、または確保できない場合の対策を打つことは企業とし

て、業界として成長のための生命線になる。人材確保が困難な状況の中で従業員数が増えない、それどこ

資料 5：※4

資料 6：※5 



ろか減少していくのであれば、人材確保のために人件費を上げてもそれを上回る売上高を確保して、付加

価値額を増やさないと成長戦略を描けないということになる。つまり、従業員一人当たりの付加価値額＝労

働生産性の向上が旅行業の成長、拡大へのカギなのである。 

仮に現状維持でよいとしても、周囲の環境はまさに変革期に入っており、生成 AI など次々と新しい技術

が生まれ、進化している状況で、それらを活用することで業務効率化していく流れが大きくなる中で、その

流れにいくら竿を差しても早晩耐えられず、取り残されていけば現状維持の売上確保、利益確保ができる

保証はない。 

だからこそ、労働生産性向上につながる付加価値額を増やす施策として、作業効率を上げて余った時

間を別の業務に回したり、顧客データを管理・分析してより訴求力の高い商品造成を可能にしたりといった

デジタル化による業務効率化は大きな役割を果たすのである。 

ただし、ここで重要なのは、デジタル化投資をするのであれば、業務効率化ができる明確かつ具体的な

目的をもって導入すべきだということだ。システムを新たに導入したとしても、それを活用して課題の解決に

つなげることができなければ意味がない。その判断ができるようになるためにも、経営層を含めた組織全体

のデジタル化に対する知識の向上が不可欠である。明確な目的を組織全体で共有することで最大の効果

を発揮できるようにしなければならない。 

前項で議論したデジタル化が進まない理由のなかで、費用対効果が見えないことに対する経営者の疑

念に触れたが、これまでの前例で新しいデジタル技術を導入したものの、うまく活用されずに費用の回収も

おぼつかないようなこともあり、半ばトラウマになってしまった経営者もいるのではないか。 

だとすれば、その失敗は糧にして、導入することで満足するのではなく、いかに活用するか、そのために

は具体的に解決すべき組織の課題を事前に明確にし、組織全体にその目的を共有することができるよう、

組織内のあらゆる層のデジタルリテラシー向上は重要である。 

５． 行政からの支援の現状と課題 

令和７年度の観光庁関係予算決定概要（※7）を見ると、全国の観光地・観光産業における観光 DX 推

進事業に対する予算は前年度比９％増額された 12 億 3,000 万円となっている。 

その他、中小企業庁の令和 6 年度補正予算（※8）では、デジタル化導入に際して活用されることの多い

IT 導入補助金を含む中小企業生産性革命推進事業に 3,400 億円が確保され、令和 7 年度実施の IT 導

入補助金では導入関連費に加えて活用支援も補助対象となり（これにより、後述する外部の IT ベンダーな

どの伴走支援自体も補助対象となる可能性がある）、補助額、補助率の拡充（※9）なども実現している。 

その他にも、都道府県をはじめとした地方自治体でも「IT」、「デジタル」や「DX」などの名のもとに様々な

補助金・助成金制度が存在しており、中小企業支援に動いている。特に東京都は、令和 6 年度実績では

あるが、従来から実施している旅行業を含む観光関連業者を対象とした「観光事業者のデジタル化促進事

業補助金」（※10）に加えて、令和 6 年度から「旅行事業者デジタルツール導入支援事業」（※11）として、

まさにピンポイントで中小企業、個人事業主に限定して東京都登録の第 2 種、第 3 種、地域限定旅行業

者や旅行業代理業者、旅行サービス手配業者のデジタル化推進を支援する枠組みも新しく始まった。な

お、このような取り組みはぜひ令和 7 年度以降の予算でも、また他の地方自治体においても導入を検討し

てほしいところである。 



ただ、東京商工リサーチの「DX に関するアンケート調査」（2023：

※4）によると、デジタル化資金不足への対策として、デジタル化に前

向きな資本金 1 億円未満の中小企業の約半数が外部からの支援を

検討している（資料 7）が、具体的には金融機関や IT ベンダーなど

が多く、国や地方自治体の支援はまだそれほど検討の対象になって

いない（資料 8）ことがわかる。これは、そもそもの情報発信が浸透し

ていないか、何らかの理由で利用を躊躇しているものである。 

 まず、情報発信が浸透していないということは、行政からの発信力

が乏しいということだ。国も地方自治体もインターネットやチラシなど

で告知に対する努力はみられるが、その発信は独力では限界があ

る。外部の団体や企業などとの連携でより広範にわたって情報の浸

透を図るべきである。先述のアンケート調査で支援先として多くの中

小企業が検討の対象としている金融機関やＩＴベンダーとの連携もそ

の解決策の一つとなる。金融機関のピンポイントの融資だけでなく、

伴走型の支援を得意とする地方銀行や信金・信組、実際に導入する

技術を提供する IT ベンダーなどであれば、それらを通した情報提

供ができる。 

 また、何らかの理由によって行政からの補助金・助成金の申請に

踏み出せない場合、そのハードルを低くするのも IT ベンダーは適任

である。デジタル化技術を商売道具にしている IT ベンダーでは、補

助金・助成金の申請についても一体的に手続きを代行したり支援し

たりする業者が存在する。その仕組みを活用すれば、二の足を踏んでいる中小企業にも補助金活用の見

通しができる。もし、申請に踏み出せない理由が条件に適合しないということであれば、様々な助成制度の

情報を集約した IT ベンダーなら、適合するものを探し出すことも可能だ。 

６． 業界団体が果たすべき役割 

前項において、行政の支援策を浸透させる役割を果たすものとして、金融機関や IT ベンダーを通した

仕組みを検討したが、それと合わせて、業界団体である旅行業協会も行政支援策の告知に対して今まで

以上の役割を果たすことが求められる。一般社団法人日本旅行業協会（以下「JATA」）では、公式ウェブサ

イト上に各種補助金制度をまとめたページ（※12）があるが、現在の告知はそれにとどまっており、セミナー

を開催するなどより積極的に会員各社に向けた発信を強化していく必要がある。 

さらには、行政支援策の浸透だけではなく、デジタル化投資に対する経営者層の意識改革、業界全体

のデジタルリテラシーの向上に資するような教育支援プログラムを策定することで、業界全体のデジタル化

に対する知識を底上げして機運を高めるためにも、業界団体に与えられた使命は重要である。 

JATA では、2024 年 11 月に開催された自民党「予算・税制等に関する政策懇談会」にて、一般社団法

人全国旅行業協会と連名で提出した要望書の中で、「6.旅行業に係る行政手続き等の DX 化」として、旅

行業登録変更手続や取引額報告のオンライン化や、決済のキャッシュレス化などの観光産業のデジタル

化推進支援の充実などを提言した。後者については、業界全体のデジタル化推進に対する支援の拡充も

含めることができよう。 

資料 7：※4
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また、JATA で既に稼働している観光産業共通プラットフォームやビジネスマッチングサイトの推進と合わ

せて、デジタル化に対する知識の向上を目的としたセミナーを業界内のあらゆる層を対象に広く実施する

ことで、その効果を相乗的に大きくしていくことを目指す取り組みを 2025 年から新たにスタートする。ビジネ

スマッチングサイトについては、その門戸を会員外にも広げれば、IT 人材の外部からの登用に向けた道筋

を作ることも可能ではないか。 

旅行業界のデジタル化推進には、業界自体の自助努力として組織内のあらゆる層のデジタルリテラシー

の向上と、その先にあるデジタル化投資の促進のほか、行政支援やデジタル人材の外部登用などカネ、ヒ

トについては外部のリソースを活用していくことが必要である。業界団体として、JATA は会員各社のデジタ

ル化推進のための取り組みをあらゆる側面から支援することで、大きな変革期に入った現代の旅行業をよ

り労働生産性の高い産業へとトランスフォームさせ、旅行業を今後の日本の基幹産業としていくことを目指

していくことが重要である。私も JATA 事務局の一員として、その一翼を担って会員各社、ひいては旅行業

界のデジタル化を進め、旅行業界の労働生産性の向上に寄与していきたい。 
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